
副市長レビュー（秋）調書 

1 部局名
（課名）

こども家庭部 （子育て支援課）

2 協議事項
（案件名）

少子化対策に向けた産後ケア事業の拡充について

3 背景・現状

・ 近年の少子化、核家族化、女性の社会進出等に伴い、子どもが健やかに生まれ育つ

ための環境づくりは、重要な課題であり、その中心的役割を担う母子への支援充実強

化が求められている。国においても、産後ケア事業は、少子化対策の一環として補助

事業化され年々拡充されている。

・ 助産師による訪問等短時間の民間支援サービスを活用している市民は、出産した産

婦の約 1割程度
 （利用者は、1回 5～8千円の自己負担をしており、経済的負担が大きく、活用を断念
している市民も存在する。）

・ 少子化対策として、様々な事業が実施される中、不安を抱える親子の出産後の支援と

して、市民のニーズに対応する身体的・心理的ケアが求められており、市内の産婦人

科医療機関等と連携した新たなメニューが必要である。

・ H28.10から産後ケア事業開始。
・ 母子健康手帳交付時や赤ちゃん訪問事業（健康増進課）において、支援が必要な妊

産婦に対し、保健師等が産後ケア事業の紹介をしており、切れ目ない支援を提供して

いる。

4 検討経過・
課題

◇ 事業内容の検討

・ 現在実施している宿泊型及び日帰り型は、産婦の休息を含めた長期的な支援が必要

な方を対象としている。一方、身体の都合上や双胎等外出できない方又は、乳房・授

乳ﾄﾗﾌﾞﾙ等抱えている方は概ね 1割程度おり、新たな短時間の支援メニューの検討が
必要。（ｳ､ｴ）

ｱ 宿泊型 公費負担額 15千円
ｲ 日帰り型（1日） 公費負担額 5千円
ｳ 【新規】日帰り型（2時間程度） 公費負担額 4千円（予定）
ｴ 【新規】訪問型 公費負担額 4千円（予定）

5-1 方向性の
提案

少子化対策の一環である、子どもを生み育てやすい環境づくりのひとつとして、

産後ケア事業の取組みは、有効であると考えられることから、国の制度を利用し

つつ、産後ケア事業の実施内容の拡充を図る。

5-2 論点
（方向性の

決定に向

け議論す

る事項）

「少子化対策として産後ケア事業の拡充を図る」

・訪問や、短時間の支援を要望する利用者が多いことから、それに応えるメニュ

ーを追加

6 結果

■提案どおり進める

□提案内容を一部見直して進める

□再度、調査研究等を行い検討

□その他

具体的内容

7 その他 財源 国 1/2 （母子保健衛生費）  事業費 H30：当初 2,410千円   


